
   90年代の使用済自動車の流れとリサイクル 
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（約5,000社?） 

＊１ ＡＳＲ：Automobile Shredder Residue 

       使用済自動車から金属類等を回収した後に残る樹脂・ゴム・ガラス等の破砕クズ。 

＊１ 

大規模不法投棄 
＠香川県豊島 

 
 ・廃車の不法投棄・不適正保管/ASRの大規模不法投棄が横行 

・関係事業者の商流によるリサイクル（比較的高いﾘｻｲｸﾙ率） 
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自動車リサイクルを巡る課題（90年代） 

1 

・資源の有効利用の要請 

・リサイクル率の向上 

逆有償化の進展 

・不法投棄 

・フロンガスの排出抑制 

・適正処理の要請 

（エアバッグの適正処理） 

（バッテリー、オイル等の除去） 

・環境負荷物質使用量 
 の削減  

・不適正保管の増加 

鉛、水銀、 
六価ｸﾛﾑ、ｶﾄﾞﾐｳﾑ 

 
 

・逆有償化による不法投棄等、適正処理の促進、環境負荷物質 
 の削減、資源有効利用等の様々な社会的要請。 



2 

鉄スクラップ価格の推移 (H2規格炉前価格) 

 
 

・鉄スクラップ価格の低下、埋立てコストの増大による廃車ガラの 
 価値が低迷（逆有償化≒廃棄物） 

単位：円／トン 

データ： 一般社団法人日本鉄源協会調査 
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  我国の循環型社会構築の一翼を担い、21世紀の 

   自動車社会を継続的に発展 させるための制度 

制定の背景と意義 

（１）処理コストの高騰、逆有償化 

（２）不法投棄、不適正処理の増加 

（３）既存のリサイクルの仕組み破綻 

（４）2000年「循環型社会形成推進基本法」制定 
   「ＥＵ廃車指令」制定 

（５）2001年 OECD「拡大生産者責任」ガイドライン発行 
     

4/27 



自動車リサイクル法の狙いと特徴 

資源の有効利用 

関係事業者の環境保全強化 

・ＡＳＲ、ﾌﾛﾝ類、ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類の引取りと適正処理は自動車ﾒｰｶｰ等に義務づけ 

（ＡＳＲ、エアバッグ類の再資源化目標） 

従来のリサイクルシステム機能の再生 

・使用済車処理事業の登録・許可制化 

・自動車の登録・検査制度とリンクしたリサイクル料金の預託（前払い方式） 

・電子マニフェストによる、使用済車処理の管理 

埋め立て処分場の極小化 

不法投棄の防止 

・ＡＳＲ、ﾌﾛﾝ類、ｴｱﾊﾞｯｸﾞ類の引取りと適正処理は自動車ﾒｰｶｰ等に義務づけ 
 （ボトルネックの解消、 適正な競争原理が働く仕組み） 

・使用済車処理事業の登録・許可制化 

・施設要件の強化 

「
ジ
ャ
パ
ン
モ
デ
ル
」 

国
、
社
会
制
度
、 

製
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特
性
等
に 

あ
っ
た
仕
組
み 
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 役割分担の骨子     

自動車所有者 リサイクル料金の預託、引取り事業者への引渡し 
 

関係事業者 
 

・適正な引取り・引渡しとﾌﾛﾝ・ｴｱﾊﾞｯｸﾞ等の回収 

メーカー 
輸入事業者 
 

①自ら製造、輸入した使用済車のシュレッダーダスト、 
 フロン、エアバッグの引取り、適正処理とリサイクル 

※  シュレッダーダスト リサイクル率 目標 
        ０５ 年度 ３０％ （ 車両全体の ８８ ％ 相当） 
        １０ 年度 ５０％ （    〃    ９２ ％ 相当） 
        １５ 年度 ７０％ （    〃    ９５ ％ 相当） 
 
  
 

※ 

② リサイクルシステムの構築、新たな制度において 
   中心的な役割を果たす 

（販売、整備、解体、 
 シュレッダー事業者等） ・特に解体事業者はバッテリー、廃油・廃液、蛍光管   

 の適正処理 
・シュレッダー事業者は、鉄、アルミ、その他金属の 
 分別回収（技術的、経済的に可能な範囲） 



 
 

①負担の公平性、公正性があるか 

社会的 

 

②ユーザーは理解し易く、受入れ易いか 

③不法投棄の抑制につながるか 

④メーカーによるリサイクル容易設計が反映されるか 

⑤総合的にコストミニマムにつながるか 

制度 

運用上 

⑥徴収リサイクル料金への課税問題 

⑦リサイクル費用の変動への対応 

⑧管理コスト 

費用負担・徴収方法の評価の基本的考え方 

リサイクル料金は自車・前払い方式 
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（新車）    （中古車）   （使用済み車） 

（新車）    （中古車）   （使用済み車） 

時間の流れ 

リサイクル費用 

ａ年 ｃ年 ｂ年 

自動車Ａ 

自動車Ｂ 

リサイクル費用 

参考：自車充当方式  
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自動車Ａ 

時間の流れ ａ年 ｅ年 ｄ年 ｃ年 ｂ年 

自動車Ｂ 

（新車） （中古車） （使用済車） 

（新車） （中古車） （使用済車） 

リサイクル費用 

参考：他車充当方式   
9/27 



参考：新車徴収・他車充当 

リサイクルにかかる実際の費用は全社同じとした場合でも、 

リサイクル性に関係なく、新車販売台数のみで徴収費用に格差が発生 
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【試算の与件】 ①新車販売台数；91～98年実績（Ａ～Ｃ社）    ②廃車台数；各年10年前の新車販売台数 

          ③リサイクル費用；仮15,000円／台（対象期間中 変更無し）    ④輸出は考慮せず 

          ⑤新車からの当年の徴収費用＝廃車台数×15,000円 ÷ 新車販売台数 

Ａ社 

Ｂ社 

Ｃ社 
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  費用の外部表示（カタログの例） 
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  費用の外部表示化の理由 

①自動車ユーザーの理解が得られ易い 

  外部表示により、車両購入時のリサイクル性の判断材料 

 

 

②リサイクル料金の透明性を確保。 

 

 

③メーカーの競争促進（リサイクル料金等） 
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 リサイクル料金の内訳 

自動車メーカー等が設定 自動車リサイクル 
促進センターが設定 
（国の認可） 

・ＡＳＲ、フロン類、エアバッグ類の３品目ごとにメーカー等が設定・公表  
・３品目のリサイクル料金とは別に情報管理料金・資金管理料金が加わる  
・メーカー等は実際にリサイクルに要した費用を公表、不適切な料金設定には 

  国は是正を勧告・命令 

軽・コンパクトカー 

リサイクル料金の水準（エアコン付き、エアバッグ４個） 

普通乗用車 

７,０００円～１２,０００円程度 

１０,０００円～１６,０００円程度 

管理料金 
資金管理料金 ３８０円（新車時） 
          ４８０円（車検・廃車時） 
情報管理料金 ２３０円⇒１３０円 
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■ 再資源化等に係る直接費用に基づき、各社の判断により設定 

フロン 
①回収業者回収費用 ②運搬費 ③指定引取場所、破壊施設費  

④自再協委託費（人件費、物件費、システム費等） 

①解体業者車上作動処理費用、取外費用 ②運搬費  

③指定引取場所、再資源化施設費  

④自再協委託費（人件費、物件費、ｼｽﾃﾑ費等） 

ｴｱﾊﾞｯｸﾞ 

ASR 
①再資源化施設委託費 ②焼却施設委託費 ③埋立施設委託費  

④各チームへの委託費（人件費、物件費、ｼｽﾃﾑ費等） 

全般 ①各社情報システム費 ②専任者の人件費 

 リサイクル料金の設定 

■ リサイクル料金低減に関連すると考えられる要因 

  （１）フロン      ②～③運搬、破壊の効率 ④運営経費削減（人件費、システム費） 

 （２）エアバッグ類   ②～③運搬、破壊の効率 ④運営経費削減（人件費、システム費）、車上作動比率の向上 

 （３）ASR               資源化施設の新規開拓等による委託費低減 

 （４）全般       ①各社情報システム費の償却負担減、②人件費減 
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 自動車リサイクルシステムの特徴 

１． 関係者が多岐に渡り、事業者数が膨大。約１２万事業者  とのリンクが必要 

         ・引取業者 約11万事業所、解体業者 約5000社、ｼｭﾚｯﾀﾞｰ業者 約1300社等  

   周辺システムとのネットワーク化 

      ・車両の登録・抹消制度（保有7200万台）・ﾒｰｶｰ出荷情報、車検場、金融機関等とのﾘﾝｸ 

 

 

２． 情報量は、約１億台の登録、車両装備、料金情報等を保有。 

   銀行ｼｽﾃﾑの口座情報（最大２千万程度）と比べても大規模。 
 

 
３． 新車時徴収、既販車車検時徴収、３年間 引取時徴収 

 
 
 

大規模システムの構築、各関係者への理解浸透要 
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日本自動車工業会が中心となり電子システムを構築（ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ142億円） 

有限責任中間法人 自動車再資源化協力機構 
フロン類・エアバッグ類の引取利・再資源化 

※ 

自動車リサイクルシステムの構築 

ユーザー照会機能：車台番号・登録番号/リサイクル券番号を入力により処理              
状況の確認が出来る 



  ASR再資源化率及びﾘｻｲｸﾙ実効率の推移 

※ＴＨチーム全社＋ＡＲＴ全社（インポーター含む） 

2015年度 法定基準７０％ 
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2007年 2015年法定基準70％を達成 
（リサイクル実効率95％） 
 

17/27 



 ＡＳＲ 再資源化施設の新規開拓と適正に配置 
18/27 

□：焼却・埋立施設 

●：リサイクル施設 
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 フロン・エアバッグ引き取り台数の推移 
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 フロンガス種別・エアバッグ処理方法別比率 
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・2002年度～2005年度システムイニシャルコスト累計142億円 

・2003年度メーカー負担分人件費・物件費3億円。2004年度4億円。 

JARC人件費・物件費と運営費の推移 

単位：億円 

4.3 4.1 3.9 3.8 4.1 4.6 4.6 4.8 4.7 

20.4 21.6 20.2 
18.2 

15.4 14.4 14.0 14.0 
9.3 

20.4 
21.6 

20.2 

18.2 

15.4 14.4 14.0 14.0 

9.3 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 

 C：運営費（ユーザー負担分） 

 B：運営費（メーカー負担分） 

 A：人件費・物件費（メーカー負担分） 

47.3 
45.1 

44.3 

40.2 

34.9 
33.4 

32.6 32.3 

23.3 

   

メ
ー
カ
ー
負
担 

100％ 

50％ 



24 
26 

20 

11 
8 4 4 2 2 

0

10

20

30

40

50

60

2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 

出向者数 プロパー職員数 

（注） 

 役員は在籍数、出向者数に入っていない。 

 報告対象は資金管理部、情報管理部、再資源化支援部、システム部で、 

 間接部門（事務統括部）は在籍数に入っていない。 

53 51 53 
49 

52 52 

45 

49 49 

29 25 33 

38 44 48 
45 47 

43 

単位：人 

  メーカーからJARCへの出向者数の推移 
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各社のリサイクル収支状況 
23/27 

自動車メーカー等公表資料に基づき、日本自動車工業会・日本自動車輸入組合作成

（参考）

これまでの

Ｈ24 Ｈ24 Ｈ24 Ｈ25 収支合計

（％） （％） （千台） （％） （％） （千台） （千台） （千台）

いすゞ自動車㈱ 96.2 97.1 15.4 94.8 94.6 6.0 13.3 12.9 171.5 197.8 ▲ 26.3 ▲ 356.0

スズキ㈱ 95.5 96.9 404.9 93.3 93.8 151.5 308.6 343.7 2,886.7 2,498.2 388.4 713.1

ダイハツ工業㈱ 93 96 330.0 93 94 191.4 245.1 281.5 2,454.5 2,219.2 235.3 350

トヨタ自動車㈱ 94 96 740 94 94 558 653.5 648 8,445 7,538 906 873

日産自動車㈱ 96.1 97.2 533.8 93.8 94.1 445.6 493.4 490.8 6,286.0 5,400.0 886.4 2,987.0

日野自動車㈱ 95 97 6.2 93 94 1.9 2.7 3.4 99.9 115.3 ▲ 15.4 ▲ 601.5

富士重工業㈱ 95.9 97.1 191.8 93.5 94 126.2 157 159.5 1,849.8 1,471.4 378.4 1,345.6

本田技研工業㈱ 94.2 96.0 490.6 93.5 93.9 376.4 408.0 437.5 5,346.4 4,583.2 763.2 2,188.2

マツダ㈱ 96 97 174.4 93 94 129.8 152.2 151.5 1,814.1 1,587.8 226.2 433.3

三菱自動車工業㈱ 95.8 97.0 289.8 93.4 93.9 165.7 247.2 247.1 2,595.0 2,234.4 360.6 795.7

三菱ふそうトラック・バス㈱ 95.9 97.3 10.6 93.5 93.7 2.4 6.4 6.9 133.0 139.7 ▲ 6.7 ▲ 276.9

ＵＤトラックス㈱ 96.8 97.6 3.4 93.6 93.8 1.4 2.8 3.3 64.0 73.4 ▲ 9.4 ▲ 116.8

アウディジャパン㈱ 94.4 96.5 4.7 93.7 94.2 4.1 4.3 4.4 84.6 105.4 ▲ 20.8 ▲ 32.5

メルセデス・ベンツ日本㈱ 96.3 97.7 20.6 93.5 94.1 16.6 17.5 18.4 355.2 272.7 82.6 28.0

ビー・エム・ダブリュー㈱ 94 96 17.4 94 94 13.3 15.0 15.1 295.8 247.1 48.8 126.5

ボルボ・カー・ジャパン㈱ 96.2 97.3 15.2 93.3 93.8 13.7 13.6 14.4 277.1 256.8 20.3 53.6

フォード・ジャパン・リミテッド 96.1 97.1 8.8 93.4 94 7.0 9.1 7.7 124.2 127.7 ▲ 3.5 ▲ 29.2

フォルクスワーゲングループジャパン㈱ 94.3 96.1 31.6 93.3 93.8 29.3 28.6 29.7 524.7 491.3 33.3 78.1

プジョー・シトロエン・ジャポン㈱ 95 96 8.9 93 94 8.2 7.3 8.2 144.6 97.5 47.1 102.6

ジャガー・ランドローバー・ジャパン㈱ 96.1 97.3 2.8 93.5 94.5 2.3 1.9 2.2 47.7 55.3 ▲ 7.6 ▲ 27.2

 3,300.9  2,250.8 2,787.5 2,886.2 33,999.8 29,712.2 4,287.6 8,634.6

払渡しを
受けた預託金

再資源化等
に要した費用

収支Ｈ25 Ｈ25

【平成25年度 各自動車メーカー等のリサイクル率及び収支の状況】

リサイクル率 Ｈ25収支状況（百万円）

自動車破砕残さ エアバッグ類 フロン類
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リサイクル料金値下げ車種数の推移 



リサイクル料金（預託金）の推移 
25/27 



  リサイクル収支の構造 

■ リサイクル料金の設定は、廃車発生時（平均車齢：１４年）を 
     見込んだ料金設定（再資源化に係る直接費用） 

■ 現行の保有（約8,000万台）は、全て預託済。 

■ 再資源化による費用低減額は、リサイクル収支上黒字。  
   よって、各社は現行のリサイクル収支を勘案しつつ、       
   料金設定の見直しを実施しているが、構造上、その効果が 
   表れるには長期間要。 

 
 

リサイクル収支は、構造上 中長期的な観点での対応 
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課 題 

１．ユーザー視点にたった使用済車の流通実態の検証 

  （例：ﾘｻｲｸﾙ料金のユーザー負担による使用済車の価格推移等） 

       関係業界の再資源化状況の視える化 

       

２．リサイクル設計の更なる促進とリサイクルの高度化 

 

 

   

・脱フロン化の促進（CFC→HFC→新冷媒） 

・エアバッグ展開ISO化（OBD活用）に伴う情報展開、周知 

・LCA、LCCを加味した資源循環の仕組み 

３．グローバルな自動車リサイクル法への対応（渉外課題） 

   

 

   
４．次世代車のリサイクル（将来に向けた中長期課題） 
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10年を振り返って 

現 状 

将 来 


